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　１序
　過去10年間にケインズ経済学のミクロ的基礎付けと名付けられる多くの
研究が, Dreze［19753, Benassy［1983］等により進められてきた。これら
は「固定価格法」に基づいているが，その前提である需給の不一致にも拘
らず価格が変化しないこと，すなわち価格が非ワルラス的均衡（不均衡）
価格に留まることの理論的検証は，等閑に付されていた。
　この点に関して根岸［1974］およびHahn［1977 ａ，1977b ，1978］は，不
均衡下では完全競争市場であっても主体はprice-makerとして行動する
というArrow［1959］の主張に依拠し，屈折需要曲線理論を援用して次の
ような解答を与えた。すなわち不均衡による不確実性下では，各主体は主
観的需要曲線に基づいて意志決定をしなければならない。そして非ワルラ
ス的均衡では，各主体は，自己の取引量と対応する市場価格において屈折
する主観的需要曲線を推測しているから，価格は非ワルラス的均衡価格に
留まるとした。
　Hahnはさらに，主観的需要曲線が与えられる情報，価格と数量制約に
基づいて合理的に，換言すれば正しく推測されている場合にもクなお非フ
ルラス的均衡が成立するか否かを検討した。そして各主体が主観的需要曲
線の狭小な範囲についてのみ合理的に推測するならば，非ワルラス的均衡
が成立すると述べている。しかしHahnおよびGale［1978］が示してい
るように，経済主体が主観的需要曲線の全域に渡って合理的に推測する場
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合には，均衡の存在すら確かではない。それゆえ各主体の近視眼的でない
合理的行動が，経済にいかなる帰結をもたらすかは未解決のままである。
　本稿は第１に，主体の独占力をより明確に考慮することにより, Hahn
の定義に近似した合理的推測（以下では「弱合理的推測」とよぶ）を定義し，
均衡存在を検討する。ただし我々の定義はHahnのそれに次のような条件
を付け加えている。主体は，現行より補償所得で比較して高額な，すなわ
ち選好する取引を行おうとすれば，それを実現する実行可能な手段を持た
ねばならないというものである。第２に，弱合理的推測均衡が存在すると
して，それはワルラス的均衡あるいは非ワルラス的均衡とどのように関連
しているかを検討する。換言すれば，各主体の弱合理的な行動は経済に効
率的な結果をもたらすのか否かである。以上の点について我々は，主体数
が多数だが有限な場合には，任意のワルラス的均衡はまた弱合理的推測均
衡であることを示す。さらに主体数が無限である極限的な状況では，ワル
ラス的均衡と弱合理的推測均衡が一致することも示している1）。
　以下の構成は次のようになる。第２節では別稿［1982］で用いたモデルを
紹介する。第３節で弱合理的推測均衡を定義するとともに，存在および極
限定理を提示する。第４節は結語であり，第３節の証明は第５節で与えら
れる。
　２　推測交換経済
　主体およびその分布を測度空間(A, A, v)で表わす。ここでＡはコン
パクト距離空間，λはＡの（7-集合体，ｐは（確率）測度とする。財の集合
　1) Hahnおよび我々の論述における合理的推測均衡の存在問題は，寡占理論の
　　　近年の諸研究と関連がある。 Laitner［19801, Bresnahan［1981］および
　　　Ulph［1981b］は，推測関数が主体間で局所的に合理的な場合の寡占均衡の
　　　存在を論じている。他方，独占的競争均衡とワルラス的（完全競争）均衡と
　　　の関係は，市場構造との関連で，特に非協カゲーム論の観点から近年論じら
　　　れている。Novshek and Sonnenschein ［1978], Mas-Colell［1983］および
　　　uiph r1981ａ］等を参照せよ。
　　　　　　　　　　　　　　― 79 (32) ―
は/={1, 2,･-, /}である。消費集合Ｘは７次元ュークリッド空間?の
非空,閉,凸,かつ下から有界な部分集合とし,ＸをＸの族とする。財の価格
i）はl次元ベクトルであり把の基本単体ｊに属するとする。 Hildenbrand
[1974]に従って選好関係を組(Ｘ，）)で示し，Ｐを選好関係の集合とす
る。ここでＸＥＸであり，）⊂ＸＸＸは，〉-がＸＸＸで開となる推移
的かつ非反射的な２項関係とする。以下では選好関係を単調性，負推移性
を満たすものに特定し，それらをj）⊂j）で示す。またgE阻は初期賦存
量を表わす2)。
　不均衡下の主体は，価格炉Ξ∠1および購入と販売に対する数量制約(ｙＥ
(b, S)^I =[Ｘｎ]肌)〉く(ＸｎＲＬ)を認識し，取引ズＥＸを提示するとし
よう3)。　経済主体は，数量制約を被っている不満足な現状を改善するため
に，数量制約を越えて取引しようとするであろう。しかし数量制約は需給
を一致させるように設定されているから，彼の提示する数量制約を越えた
取引は市場の需給バランスを崩し，価格は変化せざるを得ないと考えられ
る。したがって彼は取引を決定する際に，認識した価格と数量制約だけで
はなく自己の取引と価格の関係をも考慮しなければならない。この関係を
根岸[1974]およびHahn[1978]は｢推測関数｣として定義したが，それ
は
　　　C{p, x―b, x―s)
と表わされる。すなわち推測される価格は，現行価格および所望の取引と
数量制約の差に依存する。以下では一般化した形Ｃ：∠ixIlxX-^∠１，
　　　Ｃ(p，　b，　ｓ，　Ｘ)＝Ｃ(ｐ，　ａ，　Ｘ)
を推測関数とし，Ｃ＝Ｃ((∠1，Σ，Ｘ)，j)を平等連続な推測関数の空間と
する4)。　平等連続性は，我々の論述では，主体が数量制約と価格の変化に
　2)選好の単調性; 0<x<y, x4=y-〉jy〉'X.
　　　選好の負推移性; x>y, y>ﾄｚ＝〉肪ﾄｚ.
　3)以下の論述の基礎となっているモデルは，数量制約を伴うDrふzeおよび
　　　Benassy型のモデルである。 Benassy[1983]参照。
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対して同じような価格変化を推測することを意味しているが，連続性より
も推測関数への強い制約となっている。
　さて主体は推測した価格で評価した予算制約，｢推測予算制約｣の下で
効用極大化を達成する取引，｢推測取引｣を決定する。この推測取引に対
して，(完全競争)均衡下で数量制約を認識せずprice-takerとしての主体
が決定する取引を，「ワルラス的取引｣とよぼう。推測取引と異なって，
経済主体は通常の予算制約の下で効用極大化を計りうる。予算制約集合を
　　　Ｆ゛(瓦らC, p, a)ヨ{ズＥＸ－{削px<0}
とすれば，ワルラス的取引集合が:PxRLxCxJxI"→Ｘは
　　　が(Ｘ，ト，らＣ，♪，め＝{ズＥＦｙ(Ｘ，　ｃ，　Ｃ，　p，　ｏ)｜
　　　　　ズ十映ズ十一cor ｙがＥＦｗ(Ｘ，　ｅ，　Ｃ，　i)，　ａ)}
となり可測なグラフを持つ。また推測予算制約集合を
　　　Ｆｃ(Ｘ，らC, p, a)≡{ズＥＸ－{削Ｃ(P， 　＜Ｊ，3C)x<0}
とすれば，推測取引集合ズｃ : jE'〉〈Ｒい〈Ｃ〉〈ｊ〉くＪ→Ｘは
　　　ｘｃ(Ｘ，〉'‘，　ｅ，　Ｃ，　ｐ，　ｏ)＝{ズＥＦｃ(Ｘ，らC,p, <r)＼
　　　　　ズ十召とｙ十召 for ＶＸ″ＥＦｃ(Ｘ，　ｅ，　Ｃ，　p，　ｄ)}
となり可測なグラフを持つ。
　以上の経済を｢推測交換経済｣とよぶ可測関数召：{A, A,り→j）〉く扁｡
〉くＣ≡Ｔで表わし，各主体が認識する数量制約も｢数量制約関数｣とよぶ
可測関数π:(A, A, v)→Ｊで表わす。両者のＴおよびＪ上の分布をそれ
ぞれμＥＭ(Ｔ)および８ｅＭ(Σ)とし，その直積測度をＴＥμｘｅｅＭ(T
xU)とする。以下では便宜上，各主体をその「特性｣t=(X,〉-，らＣ)
･ＥＴと認識する数量制約(yの組(らめとして考察する。換言すれば(らめ
という特性を持つ主体ないし主体の集合として考察する。それゆえ関数£
およびπを用いれば，ある主体αＥＡはα∈(召〉くπ)-1(Z，めと表わされ
　4)関数族Ｃ(Ｘ，ｙ)が｢平等連続｣であるとは，任意のｚＥＸで，ｙの任意
　　　の近傍ｙに対してＪの適当な近傍びが存在し，任意のﾌﾞＥＣ(Ｘ,ｙ)につい
　　　て八び)⊂ｙ(ﾌﾞひ))となることである。
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る。ただし定義の説明などに際しては，特に断わりのない限り，(らめを
｢主体｣とよぶことにする。
　先に定義した取引集合は主体(らめについては，それぞれ
　　　ズ゛(Z，夕，め，ズｃ(ら　♪，め
と表わされる。また各主体の個別取引(配分)写像をズ(らめ，すなわち
ズ:Ｔ〉くＪ→Ｘとして定め，その族をΞとする。この場合，主体がワルラ
ス的取引を行っていれば，ズ(らめ∈が(t， Ｐ，　ｏ)であり，推測取引を行
っていれば，ｘ(らめ∈ズｃ(t，Ｐ，　ｏ)である。　以上の表記法に従えば，全
主体Ａの「平均(総)取引｣は
　　　゛(μ･Jrxi'゛(らめ心
となる。
　推測交換経済における｢推測均衡」を，市場の需給が一致し，すべての
主体が同一の価格を推測している状態と定める。
　定義１：組(P，　ｅ，　Ｘ)は次の条件を満たすとき経済17の｢推測均衡｣
である。
　(i) X{t, a)∈ズｃ(ら♪，めα｡9.1ｎＴＸＪ。
　(ii) S<x(t，　ａ)＜ba.ｅ八ｎＴＸ瓦
　㈲　Ｃ(t， 　p，　ａ，　Ｘ(t,a))=p a｡９.1ｎＴＸ瓦
　㈲　ズ(μ，∂)＝O。
　(::e(E)を経済ｆに対する推測均衡の集合とする。また｢ワルラス的均
衡」を，市場の需給が一致し，すべての主体がワルラス的取引を行ってい
る状態と定める。
　定義２：組(P，　ｅ，　Ｘ)は次の条件を満たすとき経済£の｢ワルラス的均
衡」である。
　(i)ズ(心的∈が(ら夕，めα｡e. in ＴＸΣ。
　(ii) x(μ，θ)＝O。
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　万万（召）を経済召に対するワルラス的均衡の集合とし，j゛（－）を経済
ｆのワルラス的均衡価格の集合。
　　　ｊ゛(E) = {か≡jl（p，　０，　Ｘ）ＥＷ£（ｆ）｝
とする。なお主体のある集団がタワルラス的取引以外の取引を行っている
状態を，「非ワルラス的」な状態とよぶ。
　我々は別稿［1982］で推測関数に対するいくつかの仮定に基づいて，非
ワルラス的推測均衡の存在を示している。
　３　合理的推測均衡
　我々は本節で，推測交換経済における主体の合理的行動を考察する。す
なわち合理的な推測は，いかなる帰結を経済にもたらすかである。
　初めにHahn［1978］の論述を準用して合理的な推測を定義しよう。
　主体（t， 　ａ）のみが他の主体の推測取引関数を知悉しているときに，何
らかの手段により実現可能な，推測均衡となりうる情況を考えよう。
　定義３：組（P， Ｑ，3C）は次の条件を満たすとき「主体a, a)に関する
経済£の推測均衡」である。
　(i) x(μ，θ）＝O。
　(ii) (t, a)^(i, a)についてズ（らめＥｘｃ（t， 　P，　ａ)ｶﾞヽつＣ（t，　p．び。
　　ズ（らめ）＝夕。
　㈲（t， 　ａ)　＝a, a)についてpxCt, cf)<0。
　(ii).㈲はα｡9.1ｎＴ〉くＪで成立する。
　ＣＥ（t，　３， Ｅ）を定義３を満たす（P，　6，　3C）の集合とする。定義３で留
意すべきことは，（t，　５）以外の主体が推測予算制約下で効用を極大化して
いるのに対し, Ct,o)は通常の予算制約に服するだけで，数量制約には服
さずまた効用も極大化していない点である。つまり主体a, a)は他の主
体と異なり，推測関数に基づいては取引を決定していない。
　定義３に基づいて推測均衡（♪o，θo,ズo）で主体(t, a)ｶﾞ1「合理的」に
－75（36）－
推測していることとは，認識した価格と数量制約{P＼ o)に基づいて，
(t，　ａ)ｶﾞ＾　ＣＥ(t，　ａ，Ｅ)上で効用を極大化している状態を指すとする。
　定義４：推測C(t, a, p＼ x')は次の条件を満たすとき，推測均衡{p＼
∂o，ズo)で主体a, a)にとり｢合理的｣である。
　(i)(♪o，θo，ズo)ｅＣＥ(Ｆ)。
　(ii) CE(t，　５， Ｅ)∩WCt, a.夕°, d＼ x＼ E) = 0。
　ここでｒ(t， 　５， po，θo，ズo，£)≡{(夕°, d＼ X)＼x(t, a)>μo(t， 　ａ)}。
　従ってHahnの合理的推測は，主体が認識した情報から正しく判断し
ているために，あたかも他のすべての主体の取引関数を知っているかのよ
うに行動しうること，と考えうる。これを寡占理論の用語で述べれば，他
の主体の反応関数を知悉しており，それゆえ主観的需要曲線と客観的需要
曲線が一致している情況，と言えよう。なおこの合理的推測は，主体が他
の主体の取引関数の全域を，換言すれば自己の主観的需要曲線の全域を考
慮しているという意味で，近視眼的ではないと言える。
　合理的推測均衡は，すべての主体が合理的に推測している場合の均衡と
して定義される。
－74（37）－
　しかしながら，序論で指摘したように，上記の意味で定義された合理的
推測均衡は，存在しえないことがわかっている。以下の論述との関連か
ら，均衡の非存在を簡単な例で説明してみることにしよ‰
　タイプの異なる２人の主体(a, b)がいるとする。（図１参照。なお以下
の例証に｡おける「主体」とは,it, a)ではなく個人としての主体a^A, hG.Aを
指す。）£1点では主体みは数量制約を被っていないから，£1での彼の推
測予算制約はＡＥ１｀を通る直線で表わされると仮定する。他方，主体αは
£1で数量制約を被っているから，彼の推測予算制約は, AE'の直線と
£1から£oを通る主体＆のオファーカーブで表わされると仮定する。明
らかに£1は彼の予算制約Ａ£1£o上で最適である。　もちろんＥ１はｂ
にとっても最適であるから，結局£1は推測均衡点となる。
　これとは逆に, % (主体αのオファーカーブ）と主体＆の無差別曲線が
接する点を£2とし，£1と同様に各主体は推測するとすれば，£2も推
測均衡となる。それゆえ£1，£2共に両主体に関する推測均衡である。そ
して主体αにとっては£2より£1ｶﾞ1，主体似にとっては£1より£2が
好ましい。
　他の点でも各主体が£1および£2と同様に推測するとすれば，推測均
衡点は£1からEoを経て£2と，それぞれ主体ゐのオファーカーブと主
体αのオファーカーブを通る区間£1£゜£2上にある。そしてどの推測均
衡点に対しても£1は主体αに関する最適の推測均衡点であり，£2は主
体似に関する最適な推測均衡点である。それゆえ両主体にとって共に最適
な推測均衡は存在しない。
　ところで以上の例証で，各主体はどのようにして現行の推測均衡点から
望ましい推測均衡点へ移動していくのであろうか。例えば現行の推測均衡
は£o点（ワルラス的均衡点）であるとしよう。もし主体αが情況を正確に
認識しているとすれば,現在より望ましい位置に移動するためには，£o点
で提示している取引を変更して価格を♪1へ動かせばよい。すなわち召1
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より左上方（例えばＢ点）に取引を提示し直して，第１財を超過供給，第
２財を超過需要にして第２財の相対価格を上昇させればよい。このことか
ら例証では，各主体の価格操作性が，均衡の非存在を導いていると理解さ
れる。
　従ってHahn本来の定義（定義３）には，所望の（推測）均衡を価格操
作によって実現しうるという条件が，暗黙に仮定されていると言わねばな
らない。以下では，この価格操作性を明示的に導入して，定義３の条件を
修正することにしたい。そのために次のような価格調整機構Ｚ（Ｘ， 　p）を
仮定する。
　仮定１：価格調整機構Ｚ:］Ｒ゛〉く∠1→∠1は次の条件を満たす。
　(i) Zは連続である。
　(ii)任意の1)∈∠1についてZ(0, P)=:P。
　仮定１は，調整機構がタ平均取引と価格の変化に対して敏感に機能し，
また需給の一致する限り反応しないと述べている。
　主体(i, a)ｶﾞt，他の経済主体の推測取引関数とともに，価格調整機構
をも知っているときに，実現可能な推測均衡となりうる情況を考えよう。
　定義５：組{P, 0, x)は次の条件を満たすならば，「現行の推測均衡
が（♪o，θo，ズo）であるときの主体（t， 　ａ）に関する経済石の推測均衡」
である。
　（i）（P，　0，　Ｘ）ｅＣＥ（i，　５， Ｅ）。
　(ii) X°57×2j（ら　a)dr.
　　　　　　　　ズ（らめ∈ズｃ（らP＼ o)
　　　ｘit，　ａ)＝
l　　　　　
for {t, a)^(t, a)。
　　　　　　　　ぞ　　　　　for {t, a) = (t, a),
とする。もし♪=4＝♪oならばＺ（尽力o）＝λ♪十（1－λ）♪oであるような,ξＥＦｙ
（Ｘ，　ｅ，　Ｃ，　po，ａ）およびλ∈［ふ11，0＜!£1，が存在する。
　ＣＥ（t， 　ａ，　ｐ゛，0o，　ｘ＼　Ｅ）を定義５を満たす（P， 　０，3C）の集合とする。
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定義５は定義３と次の点で異なる。もし主体il o)が現行の推測均衡
（が，θo，ズo）より望ましい推測均衡（P，　０，　Ｘ）を実現しようとするなら
ば，（P，　０，　Ｘ）が定義３の意味で(i, a)にとり実現可能なだけではな
く，（t，　ａ）は（夕o，θo，ズo）の成立を阻止する実行可能な手段を持たなく
てはならない。その手段とは，現行価格夕oの下での予算制約を満たしつ
つ，市場価格を所望の価格夕に近付けうる取引ξである。
　しかし定義５に基づいて弱合理的推測を定めたとしても，合理的推測均
衡に関する先の例証と同様の理由により，有限人数経済では均衡は一般に
存在しない。そこで多少作為的ではあるが，定義５で主体(I a)は（夕，
∂，ズ）を（♪o，θo，ズo）より選好するとしよう。そして(i, o)が「6弱合
理的」な推測をしているということは，定義４と同様に，ＣＥ（t， 　ａ， po，
∂°, x＼ E)上で効用極大化している状態を指すとする。これは，主体が
認識した価格と数量制約に基づいて，自己の取引の市場価格に対する影響
力を，おおまかに把握しうることと考えられる。すべての主体が６弱合理
的に推測している場合の均衡として「６弱合理的推測均衡」を定義する5）。
　定義６：組（夕o，θo，ズo）は次の条件を満たすとき経済£の「６弱合理
的推測均衡」である。
　（i）（♪o，∂o，ズo）ｅＣＥ{E)。
　(ii) CE(t， 　５， po，θo，ズo召）∩ｒ（t， 　ａ， p°, d＼ x＼ E) = 0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α｡e. in H〉くＴ。
ここでｒ（t， 　ａ，　p°, d＼ x＼ E)≡{(A d, x)＼M{t， ５， p", x(t, a))≧
訂（t，　ａ， po，ズo（t，ａ））十吋　であり，またが（t，　９，　p，　ｙ) = {minか’lｙ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｙぞｘ
とび｝はいわゆる（ｙに関する）補償所得を表わす。
　定義６より，６弱合理的推測均衡において均衡取引から補償所得額で表
わして６という上限値内では，各主体の選好が飽和している，もしくは各
　5）定義６については, Roberts and Postleweite ［1976, P. 120, Definition］
　　　を参考に,している。
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主体が現状維持を計っているとみなしうる。
　1胃?CEHE)を経済召の６弱合理的推測均衡の集合とすれば，明らかに
W7?ＣＲ(召)はパの大きさにより変化し，Ｃ＞どならば‘ＦＭ:ﾌ２(召)⊃
ＷＩＭ::w(E)である。そこで｢弱合理的推測均衡｣を，任意に小さなc＞0
に対して定義６の条件が成立する状態とし, WRCE(E)∃ｎＷ７?Ｃｒ(ｆ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぞ＞0
とする。この定義と定義６に従えば，｢弱合理的｣に推測しているという
ことは，各主体が認識した情報から正しく判断しているために，自己の市
場価格に対する影響力を適確に把握している状態と言えよう。
　弱合理的推測均衡の存在およびワルラス的均衡との関係について，｢経
済の列j sequence of economyを用いて分析してみよう。主体数が有限か
ら無限へと増加して，経済がより競争的となる場合に，弱合理的推測に基
づく主体の行動は，いかなる帰結を経済にもたらすのであろうか。
　定義7 : simple 経済jら：Ａ。→Ｔの列{尽jは次の性質を満たす6}。
　(i)経済j1の主体数#Ａ。は無限に発散する。
　俳)経済召。の分布の列{μｊはμに弱収束し，かつμはatomlessで
　　ある7}。
　価)Ｕ。g(μ。)は一様有界である。ここでｇ(μ。)はｓｕpp(陥)のＲｱへ
　　の射影である。
　㈲　∫ediit^O。
　なお定義7, (ii)の{μｊの弱収束，および定理で仮定される数量制約の
分布の列{θｊの弱収束は次のことを意味している。それは，経済の変化
は，主体数の増加に留まり，各主体が認識する数量制約および各主体の特
　6)経済?':(A, a, v)→Ｔが｢simple」であるとは，#Åが有限であり，任意
　　　のＥ⊂Ａについて収£)＝#Ｅ/#Å，となっていることである。
　7)測度空間(Ｔ．Ｍ(Ｔ)，μ)の測度μが｢atomless｣であるとは，μ(£)＞0
　　　である任意（７）ＥＥＭ(Ｔ)に対して，ＳＥｊｆ(Ｔ)かつO＜μ(Ｓ)＜μ(Ｅ)である
　　　Ｓ⊂Ｅが存在することである。すなわち任意の託≡Ｔに対してμ(z)＝Oと
　　　なることである。
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性にはほとんど及ばないことである。
　定理：仮定１を満たすsimple経済の列{瓦}ﾀz＝1，2,‥…を考えよう。
　(i)任意の肘こ対して{Pn, dn, Xn)ｅＣＥ(瓦)であるとせよ。凪}が
　　θに弱収束し，]im瓦＝♪≫Oである(P，　ｅ，　Ｘ)gWRCE(E)が存在
　　するならば，(P， 　Ｂ，3C)Ｅｆ£(£)である。
　(ii)任意の肘に対して(Ｖｎｉ
　”ｉｉ＞＾ｕ)ｅＣＥ(jら)ｎＷ£(11)であるとせ
　　よ。{θｊがθに弱収束するならば，任意の6＞Oについて，すべての
　　9＞々(0に対して(l>ｑ， 0a，恥)ＥＷＴＭ:;か(瓦)であるような，g(6)･
　　＞Oおよび部分列{(1)ｑ，恥，恥)}が存在する。さらに(P，　0，　Ｘ)∈
　　WRCE(E)である。
　定理は次のことを示している。主体数が無限に増加すれば，すなわち各
主体が市場に対する影響力(独占力)を持だなくなれば，ワルラス的均衡と
弱合理的推測は一致する。また定理の(n)は弱合理的推測均衡の存在そのも
のについて，より強い主張となっている。すなわち主体数が多数だが有限
ならば，ワルラス的均衡は６弱合理的推測均衡である。これは，価格操作
によって実現可能な配分が効用を６以上増加させない限り，各主体はワル
ラス的均衡の近傍内で独占力を行使しないことに因る。なお以上の結果か
ら，６の大きさと主体数は反比例の関係にあることも理解される。
　４　結語一批判的検討
　以上の結果を検討してみることにしよう。先ず６弱合理的推測均衡は，
議論の進行上必要とされた観念的(仮構的)な均衡概念であったことに留意
しなければならない。しかし，その経済的意味付けは不可能ではない。６
という上限値を一種の閾値Ｏ値)としてみれば，閾値内では個々の主体
の選好関係は飽和状態になっている，もしくは現状維持(status ｑｕｏ)を採
ることを意味している。選好体系を補償所得で表示するならば，実現可能
な配分がある値以上の所得を与えない限り，主体は現状維持を選好すると
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解釈できる。
　この前提で設定された６弱合理的推測均衡が存在するために得られた結
論は，６値と主体数の間にはtrade-offの関係があることである。り直を
小さくしていくと，均衡存在のためには逆に主体の数を増やしていかなけ
ればならないのである。６がゼロとなる極限状態では，主体数は無限とな
る。その極限状態に相当する合理的推測均衡が前節で定義された弱合理的
推測均衡であり，その均衡存在のためには無限の主体の存在する経済を必
要としたのである。
　ところで，本来の合理性と弱合理性の違いは，当該主体が選好上好まし
い配分を見出しえても，その実現のための手段（価格操作性）を明示的に行
使しているか否かにある。本来の合理的推測均衡は具体的な実行手段につ
いては何ら制約をつけていないのである。有限の世界に視点を限定したと
き，合理的推測均衡の存在は必ずしも保障されない。この場合自己の行動
　（需要・供給）を適宜操作することにより，現状の位置を変えることは理論
的に可能である。しかし，独占的競争均衡はいつでも保障されるとは限ら
ない。(Roberts & Sonnenschein［1977］）単純な例ではGale［1978］の反例
がそれを如実に示している。
　他方，無限主体の世界では，ワルラス的均衡が成立していれば，一個人
が予算制約内でどんな行動をとろうとも，その均衡価格は何ら変化を受け
ない。このような情況では価格受容行動(price-taker)は全く合理的であ
る。すなわち，無限主体という極限的ケースではじめて合理的推測均衡の
存在が主張できる。それも有限から無限へ突然にである。
　本稿の試みは，合理性の概念を（弱合理性へ），緩めることにより，有限
主体から無限主体への推移の過程で，弱合理的推測均衡の存在を主張した
ところにある。結果は再度述ぺるように，閾値Ｏ値）と主体数とのtrade-
ｏffであった。この推移を通して，ワルラス的均衡は値をどのようにとろ
うとも，弱い意味で合理的推測均衡であり続けたのである。
― 68 (43) ―
　これは何を意味するか。個別主体の価格操作性（独占力）の行使は，本来
の，厳密な意味での合理的推測均衡とはなじみ難いということである。主
体数の無限への増加という形で独占力が喪失していくとき，はじめて相互
に整合的な合理的推測が可能となり，その均衡状態はワルラス的均衡と一
致する。６値の設定は，独占力がある近傍値内では仮構的に停止すること
を内意していたのである。
　この結論の派生的帰結として，もし非ワルラス的推測均衡が成立してい
るとすれば，それは合理的な推測が行われでいない状態を含意する。誤解
を恐れず述べるならば，それは非合理的な均衡である。無限の主体が存在
する経済においても，非ワルラス的均衡が成立している場合，個々の主体
は「真実」の状態とは異なる間違った推測関数を形成していると，主張し
てもよいわけである。これは瞠目すべき命題かもしれない。しかし，驚嘆
すべき主張にはまた細心の注意も必要である。
　　「（弱）合理性」の概念に再度注目するならば，定義上，他の主体の推測
　（関数）を所与とした場合，ある個人が（実際上）選択できる「真実」の状
態（資源配分）となろう。「真実」の状態は無数にあってよい。彼は最善の
状態を選べばよいのである。しかし「真実」とは何であろうか。前節で定
義された合理性の概念はそれ自体明確である。問題は如何にしてその「真
実」が得られるのかということである。「推測」を「知識」という言葉で
置き換えたとき，知識の修正はその「誤謬」を通して動機づけられる。し
かし，「誤謬」自体個人の行動の結果を通して認識されるはずである8）。
　ところがｙ推測均衡状態では少なくとも均衡点上では推測は誤っていな
いのである。推測均衡外にあった場合，推測の「誤謬」は認知されるだろ
うし，推測関数自体の変化が生じてもかまわない。しかし，均衡点ではも
はや修正の動機づけは生じないはずである。
　　「合理性」概念はこの考えをいとも簡単に飛び越える。それは，認知さ
　8) Boland［1978,pp.250-2561｡
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れた誤謬ではなく，「潜在的誤謬」に注目するからである。推測均衡概念
に合理性を要求することは，潜在的誤謬が存在する限り，究極的には推測
　(知識)の修正も喚起させるという暗黙の仮定があることによる。そこに
は，現代の経済学者にも巣食う｢完全性｣もしくは｢絶対性｣の呪縛が垣
間みられる。しかし，誤謬の認知なしには推測の変化はないという主張
は，アプリオリに否定される性質のものではない。それどころか，この考
えは，限られた範囲を除いて互いに整合化しない知識の共存を認める。不
連続な知識の改変もその非制約性ゆえに，説明可能である。経済の様相が
断続的に変化していく｢千変万化の社会」(Kaleidic Society)観にむしろ適
合しているのではないだろうか9)。
　結局，このような相対立する視点に接するだけでも，「合理的｣推測均
衡概念の一方的な規定は不可能であると思われる。そしてこれが前節に得
られた結果に対する留保事項である1°)。
　5　定理の証明
　初めに翌(Ｔ)が弱収束点列{μ訃を含むことを述べておく。
　補題：コンパクト開位相を与えたＣ＝Ｃ((点Σ，Ｘ)，ｊ)はコンパクト
距離空間である11)。
　証明：Ｃの定義域ｊ〉〈Ｊ〉くＸは局所コンパクト空間j，ＪおよびＸの直
積空間であるから, Kuratowski[1968, Theorem １,p. 93]によってＣは距
離空間である。またｊはコンパクト空間であるから, C(i, I, X)≡{Ｃ(夕，
a, x)＼v{p，　ａ，　Ｘ)∈∠1〉〈,Σ〉くX,VC(・，・，・)ＥＣ}の閉包はコンパクトで
　9)　Shackle[1972, Ch. 371.
　10]結語に関しては主に明石の見解である。
　11)任意の瓦⊂Ｘと任意のび⊂ｙに,ついて，ＫをＵへ写す関数族Ｃのすべての
　　　要素の集合をｗ(Ｋ，　Ｕ)≡{yＥｃｌ沢瓦}⊂び}とする。ｃの位相が｢コンパ
　　　クト開位相｣であるとは，Ｘのコンパクト部分集合とｙの開集合びに対して
　　　Ｗ(Ｋ，　Ｕ)を持つすべての集合の族を部分基とすることである。
― 66 (45) ―
ある。ゆえにＣが平等連統であることから, Kelly［1955, Theorem 7.21,
p. 236および7. 22, P. 237］によってＣはコンパクト空間である。 Q.E.D.
　Hildenbrand［1974, (30), P. 49］により，コンパクト距離空間Ｃ上の測
度族M(C)はコンパクト距離空間であるから, M(C)は弱収束する部分
点列｛μΓ｝を含むと考えても差しつかえない。
　さて直積空間T=Px]RいくＣを考えよう。コンパクト距離空間Ｃは完
備可分であり，八Ｒいも完備可分であるから，Ｔも完備可分な距離空間で
ある。またＴ上の分布μは周辺分布μｃとμ齢祗の直積測度であるが，
Hildenbrand［1974, (31), P. 49,および(34), (35), P. 50］により，周辺分布
が弱収束するならば，直積空間上の直積測度も弱収束するから，T上の測
度族M(T)は弱収束点列｛μｊを含むと考えてよい。
　次に定義７の経済の列｛瓦｝を考えよう。分布の列｛μ。｝がμに弱収束
し，Tは完備可分距離空間であるから, Hildenbrand［1974, Proposition 2，
p. 139］により｛万ｊの「連続表現I continuous representationが存在す
る。すなわちatomless経済　万：{A, A,り→Ｔ　および可測関数ら:
Ａ－り1。の列｛ら｝は次の性質を満たす。
　（i）μ＝νｏ万一1，μ,s＝1ﾉ・Ｅｚ＼
　㈲瓦→£α｡e. in Aであり瓦＝瓦・ら。
　同様にして数量制約関数の列｛ち｝，ら:Ａ。→Ｊについても，｛匈がθ
に弱収束すると仮定すれば，Σも完備可分距離空間であるから，
　(i) d=v°u:-＼ e,= voTt-＼
　(ii) Tin→πα｡９.in Ａ であり尨＝ね・β。
を満たす可測関数π:(A, A, v)→Ｊ，および可測関数β。:y1→Ａ。が存
在し，ｐはatomlessである。
　定理の証明:（i）結論が誤っているとしよう。このとき，γ（Ｓ）＞O。但し，
S={(t, a)^TxΣ＼ｘ(t, a)∈|≡が｛ら夕，め｝。　Ｓから，要素（t，　ａ）を選
び，次のようにタ（t， 　ｏ)　-を定義する。
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5=mm{^JIw>≪}, pn={Pi)。 limA=夕≫Oであるから，十分大きなｉ
　　　ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　?Ｓ●い%Jに対して∂＞Oと仮定しうる。ここでi=(X, yj, e, c)とすれば，
　　　　I炉(Z，a)区Ｊ♂/∂，　a＝(a゛)
が成立する。初期賦存量はどの斟こ対してもいたるところで一様に有界で
あるから，結局＼x^Ct, d)＼<hなる有界が存在する。同様に＼x(t, a)＼りz
である。これと定義７より#(瓦,〉くπ。)-1(?，a)/#Ａ。→Oであることから，
ZnCt, a)→O。従って，
またθ。→θと定義７のu)よりγ。→γであるから，弱収束の定義とatomless
測度より
仮定１の㈲と(1)，(2)式から，
また(1)，(2)式およびｉの定義から(夕, d, X)は定義３を満たす。　ゆえに
(P，　0，　％)ｅＣＥ(t，　ａ，　ｐ，　ｅ，Ｘ，　Ｅ)。他方，ズ(t， 　９)gF^(1, e, C, p.
o), x(i, a)≒がa, a)であるから，が(t， 　ａ)y-ixCt, a)となる。♪≫0
と選好の連続性と単調性から夕が(t， 　９)=M(t, a.　机　ｘ゛(t，　９))＞訂(Z，
ａ， p，　Ｘ(t, o))。かくして{P, d, x)∈ｒ(t， 　ａ，ｐ，　０，Ｘ，　Ｅ)となる
― 64 (47) ―
6＞Oが存在する。これは（P，　0，　Ｘ）ＥｆＲ（:思’（ｆ）に矛盾する。 Q.E.D.
　（n）各肘こ対し，瓦∈∠防（瓦）であるから，収束部分点列｛八｝，為→♪が
得られる。経済の｛瓦｝列の作り方から, Hildenbrand［1974, Proposition
6, P. 119］を適用して，♪≫Oが得られ, Hildenbrand［1974, Proposition 4，
p. 152］で証明されるように，♪∈∠1゛（ｆ）が得られる。
　そこで，定理の（n）が誤っているとする。このとき，さらに｛g｝の部分点
列恬｝があり，定義６より次をみたす点列｛（tｆｃ， 　Ｏｆｃ）｝が存在する。
但し，
を満たす。また定義５から次の心およびλ，が存在する。
すると，
但し, Xitk, Ok)∈が(tｆｃ， 　l>ｆｃ，　Ｏｆｃ)に注意。(i)と同様にして
　　　　＼St＼<h, ＼x,it,.ら)Iりz
が十分大きなゐに対し成立する。かくして，
― 63 (48) ―
後半の等式はHildenbrand［1974, Proposition4，p.152］による。それゆえ，
λ＞Oからk≫O。この関係とPiyi<oから，十分大きなゐに対し
出回み。従って|(瓦－瓦)が|はゼロに収束する。ゆえに任意のη＞Oに
対しゐ(η)＞Oがあって，
が成立する。
ηを小さくとれば，6－η＞Oとなりうる。上式の右辺は正となり, yiの定
義と矛盾する。従ってあるg(6)以上は，(1)が成立せず，(為，∂。ｘ,)∈
秤ＴＲＣ＆(瓦)である。　　　　　ｊ
　次に{p, d, x)gWE(E)に注目したとき(Hildenbrand[1974, Proposi-
tion4,p.152])，どんなf＞Oに対しても(夕, e, x)^WR!Ｃｇ(－)である
ことが前述の議論からわかる。従って定義から(夕, <?,x)gWE!CE{E)
である。 Q.E.D.
　付　　録
　定理(n)の主張は数量制約の分布∂。が∂に弱収束することを前提にして
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いた。しかしながら弱収束の存在に関しては，推測関数の族Ｃの内，次を
満たす部分集合ぴに限定した場合，存在を示すことができるのである。
　経済列｛瓦｝の分布｛μjに関して，総ての肘こ対し，いたるところで
(almost everywhere)ぴであるとしよう。経済列の性質は定理の条件と同
じとし，また瓦→♪≫Oであるとしよう。但し（l>ｎ． Ｏｎ，Ｘｎ）ｅＣＥ（瓦）。
　一様有界性から十分大きな肘こ対し, ＼Xn(らa)＼<hがいたるところで
成立する。
　次のような分布の変換を考える。
とし，数量割当関数ら:Ａ。→Σから，Ａｙ４１（Σ゛）としよう。（i＝単位
ベクトル）可測関数以:（Ａ。＼Ａy）→（Σ゛＼Σ^),h'>hを考える。新しい
可測関数砥:瓦→Σを次のように定義する。
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かくして，（砥石）ｇＣＥ（瓦）である。また｛ぬ｝に対し，そのサポート
はsupp（θ2）⊂Σ゛’であり，Σ゛’はコンパクトである。　つまり族｛吻は
タイト (tight)となる。かくして弱収束部分点列が存在する。
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